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軽度認知機能低下患者の離棟・離院防止機器の安全性の検証
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抄　　録

　本研究は、軽度の認知機能低下がみられる患者を対象に、離棟・離院の防止のために作成した、踏

切型センサー反応式安全柵（以下、安全柵）の安全性を検証することを目的として、被験者による安

全性確認テストを実施した。対象患者に、小型の発信機を所持してもらい、安全柵に近づくとバーが

閉じる仕組みである。このため、他の患者への通行の障害にはならず、対象者の離棟を防ぐことがで

きる。

 今回、被験者による歩行テストおよび、車いす使用による走行テストを実施し、安全柵の正常動作

が確認されたが、誤動作は見られなかった。しかし、車いす使用によるテストでは、発信機を置く位

置により、安全柵のバーの開閉が若干遅れることが確認できた。また、安全柵の耐久性や、対象者以

外の患者への対応など問題点も見つかり、今後の課題であることが分かった。今回検証した安全柵は、

使用対象者に条件があり使用が限定されているが、使用対象者を適切に選定することや、安全柵の設

置場所などを工夫することで、効果的な使用が出来ると考える。今後、対象者を広げて行くために、

これらの点を改善して、臨床での使用を検討したいと考える。
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はじめに

　医療機関での事故発生は、入院している患者の治

療や療養に影響を与えるばかりでなく、生命の危機

に直結する可能性があるため、医療を提供するうえ

で医療安全は重要な課題でもある。医療事故のうち、

無断で病棟や病院の建物から離棟や離院をしてしま

う事例がある。その中でも、認知機能が低下した患

者による離棟や離院は、結果的に重大な事故に至る

危険が高い。研究者は、回復期リハビリテーション

病棟に勤務していた際に、高次脳機能障害による認

知機能低下の患者が無断離院してしまい、病院付近

一帯を捜索した経験がある。川崎ら（2007）の病院

では、離棟・離院20件中12件が院外で発見され、そ

のうちの３件は、患者が警察に保護されている。無

断離院は、患者の安全が脅かされるだけでなく、警
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察や消防など多くの関係機関に迷惑をかけるため、

１医療機関だけの問題ではなくなることとなり、離

棟・離院の防止には対策を講じる必要がある。

　精神科の閉鎖病棟や、認知症の入所者がいる介護

老人保健施設などでは、安全のため施錠設備を有し

て外部との通行を遮断している場合もあるが、閉鎖

病棟を持たない病院での対応には限界がある（橋本

ら，2003）。高次脳機能障害の患者が多いリハビリ

テーション病院では、柴山ら（2012）のように離棟

や離院防止対策の取り組みが見られるが、医療安全

活動を積極的におこなっている大学病院でも、離棟

や離院に関する事故が年間11件（野上ら，2013）発

生している。また、地域医療を担う別の基幹病院で

も平成24年度に13件発生しており、近年増加傾向（若

林ら，2014）であるとしている。松田（2014）は、

無断離院防止に向けた対応策の検討が看護師にとっ

て課題であると指摘している。

　日本医療機能評価機構（2011）による病院機能評

価には、リハビリテーション機能（回復期）評価項

目のRh.5.5.2において、無断離院についても評価の

対象となっている。また、厚生労働省（2003）の医

療安全対策における重要事例情報分析によると、患

者の無断離院の事例が増加しており、そのうち「痴

呆等患者自身の理解力低下に関する事例」が最も危

険性が高く、施設やシステムの工夫が必要であると

している。

　離棟・離院に関する先行研究では、精神科領域で

の研究（甲斐ら，2014；松田，2014；奥井ら，

2015；首藤，2015；檜山ら，2015）が多く、そのほ

とんどか看護師へのアンケートやカルテ調査、文献

検討である。閉鎖病棟などのように施錠設備のない

一般病棟では、認知機能の低下がある患者の離棟・

離院を防止するために、看護師などスタッフへの教

育だけでは限界がある。しかし、施設の改修工事に

は高額な費用が掛かるため、安価で施設の改修工事

が不要な設備が望まれる。

施設での離棟・離院に対する防止対策

　施設での離棟・離院の対策として、かつては身体

拘束によって行動を制限していたが、平成12年４月

に介護保険制度スタートにより、介護保険施設の指

定基準に身体拘束の禁止規定が盛り込まれたため、

介護老人保健施設などの介護保険施設では、「緊急

やむを得ない場合」を除いて実施していない。また、

医療機関でも人権に配慮して、原則禁止としている

病院が多い。一般病棟での対策としては、①ナース

ステーションの近くの病室に患者を配置する。②患

者の顔写真を受付や警備室などの他部署に配布す

る。③指定した病衣（他の患者との色柄が違うが、

スタッフ以外からは気付かれない）を着用するなど

の対応をしている。④離棟防止マニュアルの作成な

ど、スタッフへの教育を実施している病院が多く見

られる。

　藤野ら（2006）は、精神科では入院患者が無断離

院後に起こした事件について、病院側の過失責任が

あるとした裁判での判例が複数あり、病院側の管理

責任が重要としている。精神科の閉鎖病棟では病棟

入口やエレベータ、階段扉に施錠を行い、離棟や離

院対策を行っており、認知症の入所者が多い介護老

人保健施設などでも、同様の対策を行っている施設

が多い（図１）。しかし、介護保険施設では、厚生

労働省（2001）の「身体拘束ゼロへの手引き ～高

齢者ケアに関わるすべての人に～」によると、介護

保険指定基準において禁止の対象となっている行為

として、「自分の意思で開けることのできない居室

等に隔離する」とあり、他のフロアへ移動出来ない

ことは、広義の身体拘束になるのではないかとも考

える。

　一般の病棟では、閉鎖病棟のように、病棟入口や

エレベータ、階段扉に施錠設備が無いため、設置に

は多額の費用と工事を必要とする。このため、一部

の病院や施設では、エレベータや階段の出入口前に、

椅子やストレッチャー、ベビーゲート、プランター、

園芸用などの柵（以下、安全柵）を設置して対応し

ていることがある（図２）。しかし、安全柵の設置

は防火管理上の問題があり、災害時の避難の妨げに

なる恐れがある。また、認知機能に問題が無い患者

や家族が自由に行き来できないため、しばしば通行

の障害となっている。さらに、安全柵を使用してい

ることにより、患者の家族が在宅での介護への不安

を生じて、在宅復帰の障害となっている場合がある。

　設備の改修工事を伴わないものとして、各メー

カーが様々な機器を販売している。主なものとして、
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図１　施設での離棟・離院対策
利用者のフロア（居住空間）と、エレベータホールは仕切られており、
開錠スイッチを押すことにより、扉の開閉が可能となる。

図２　一般病院での離棟・離院対策例（再現）
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テクノスジャパン社製（2016）のマットを踏むとナー

スコールに反応する離床センサーや、東京信友社製

（2016）の送信タグを持った患者が、一定のエリア

に入ると電波が送信されて知らせる徘徊センサー。

セコム社製（2016）のGPS機能による位置情報サー

ビス（ココセコム®）などが利用されているが、完

全に離棟・離院を防止できるものではない。それぞ

れの機器は長所や短所が見られるため、これらを全

て準備するのは費用面からも難しいと考える。しか

し、長屋ら（2007）のように安価なシステムの開発

も臨床で行われており、今後その成果が期待されて

いる。

本研究で検証を行う安全柵の概要

　本研究で検証を行う踏切型センサー反応式安全柵

（以下、安全柵）は、対象者に発信機（153×57×

18mm、122g）を所持してもらい、安全柵に近づく

と受信機が反応して安全柵のバーが閉じる仕組みで

ある（図３）。安全柵は移動が可能のため、施設の

設備工事を伴わないことから、在宅でも活用ができ、

家族が常に対象者を見守らなくてはならない負担が

軽減されるものと考える。

　無断で離棟や離院の可能性がある対象者に、モバ

イルバッテリーの付いたToCoStick（トコスティッ

ク）を携帯してもらう。ToCoStick はUSBドング

ルで、予めデータを入力することにより発信機とな

る。安全柵にも受信機の役割をするデータを入力し

たToCoStickを取り付け、受信エリア内に発信機が

近づくと、安全柵のバーが閉じるようにした。通常

は安全柵のバーが開いているため、他の患者の通行

の妨げにはならず、対象者の離棟を防ぐことができ

る。安全柵の支柱および土台は軽量スチールを使用

し、耐久性に優れたものとした。また固定の際は、

手すりにマジックテープで固定をして転倒防止対策

を行った。安全柵のバーには緩衝材となる発泡ポリ

エチレンを使用しており、対象者や他の患者が接触

しても負傷しないように配慮した（図４）。

図３　踏切型センサー反応式安全柵（安全柵）
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　安全柵は３台作成し、それぞれの受信機のチャン

ネルは全て違うため、受信エリアが重なっても、電

波の混線により安全柵が誤作動することはない。対

象者が携帯する発信機が、安全柵の受信エリアに入

るとバーが閉じ、発信機を持った対象者が安全柵の

受信エリアから出るとバーが開く。安全柵の受信

チャンネルや受信エリアは設定の変更が可能である

ため、対象者の目的や状態に応じて安全柵のバーの

開閉が自由に変更出来る。

目的

　本研究は、作成した踏切型センサー反応式安全柵

の安全性を検証する事を目的とする。

研究方法

１．被験者の選定

　健康な男女３名を被験者として実施した。年齢や

性別などの選定や除外基準は設けていない。

２．安全性の確認

　安全柵の安全性について以下の項目の確認を行っ

た。

　⑴安全柵の機器動作の確認

　⑵被験者による正常動作の確認

　⑶ 安全柵のバー（50cm）への接触による安全性

の確認

　⑷他の医療機器の電波による誤作動の確認

３．被験者テストの方法

　被験者による正常動作確認テストを実施する前

に、安全柵の機器動作確認テストを行い、正常動作

を確認した。また、被験者はそれぞれ被験者１、被

験者２、被験者３とし、歩行および車いすを使用し

て、正常動作確認のテストを実施した。

⑴テスト行程（図５）

　スタートをA地点とし、５mごとに安全柵１、安

全柵２、安全柵３を設置した。安全柵３から５m先

をB地点とし、そこを折り返し地点とした。各被験

者を１人ずつ順にA地点からスタートさせ、安全柵

１、安全柵２、安全柵３を通過し、B地点を折り返し、

再び安全柵３、安全柵２、安全柵１の順に通過して

A地点に戻る往復40mのコースとした。安全柵の

バーが閉じた場合、バーを避けて通過することとし

た。

⑵ 発信機の取り付け場所と、歩行速度と車いすの走

行速度

　各被験者は、USB型の発信機の取り付け場所を、

歩行者テストでは①ポシェットに入れ、首から掛け

る方法、②洋服のポケットに入れる方法の２パター

ン。車いす使用のテストでは、①車いすのバックサ

ポート（背もたれ）のポケットに入れる方法、②カ

バンに入れて車いすのスカート（サイド）ガードと

大腿部外側との間に置く方法の２パターンを実施し

た。また、それぞれ通常の歩行および車いすの走行

速度と、早歩きおよび早めの走行速度の２パターン

を実施した。

⑶機器の受信エリアと受信時の反応（図６）

　発信機の電波を受信機が正常に受信していること

を確認して、安全柵の受信エリアを設定した。受信

エリアが広いと、安全柵のバーが閉じたことに気が

付かずに、対象者は安全柵を「元もとその場所にあっ

図４　安全バー作動時
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た物」として認識してしまい、安全柵を避けて通行

してしまう可能性がある。受信エリアが狭いと、歩

行者や車いすの通過速度が速い場合、対象者が安全

柵のバーに接触してしまう危険がある。また、今回

安全柵のバーは50cmの物を使用しているため、安

全柵のバーが閉じる時間は0.5 ～ 0.8秒、開く時間は

0.3 ～ 0.5秒と、開く時間と閉じる時間に差が見られ

た。これらの状況を考慮して、実際の対象者の歩行

速度や、車いすでの走行速度を想定して、安全柵よ

り半径約２mの範囲に受信エリアを設定した。

　安全柵の受信エリア内にUSB型の発信機を持っ

た被験者が入ると、安全柵のバーが閉じて、USB型

の発信機が受信エリアから出ると、安全柵のバーが

開くものとした。通常安全柵のバーは開いているが、

発信機１が安全柵１・２・３の各受信エリアに入る

と、安全柵のバーが閉じる。発信機２は、安全柵１

の受信エリアに入っても反応しないが、安全柵２・

３の受信エリアに入った場合、安全柵のバーは閉じ

る。発信機３は安全柵１・２の受信エリアに入って

も反応せず、安全柵３の受信エリアに入った場合、

安全柵のバーは閉じるように開閉の有無を設定し

た。

４．倫理的配慮

　本研究は神奈川県立保健福祉大学研究倫理審査委

員会の承認（保大第25-44）を得て実施した。被験

者には事前に研究に関する説明を行い、同意の得ら

れた者を対象とした。

５．研究に係る利益相反について

　本研究に関わる個人（研究者および研究分担者）

の収益は発生しない。作成した安全柵による、利益

相反および特許権侵害などは発生しない。

図５　動作テストの行程
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研究結果

１．安全柵の機器動作確認

　被験者による安全柵の動作テストを行う前に、安

全柵のみでの機器動作確認テストを実施した。テス

トは、被験者によるテストを想定して、安全柵の受

信エリアを半径約２mに設定した。発信機を受信エ

リアに近付ける、遠ざけることを繰り返し、安全柵

のバーが正常に作動して開閉するかを確認した。テ

ストは連続して30回実施して、誤動作や機器の不具

合は見られなかった。

２．被験者による安全柵動作テスト

⑴歩行者テスト

　被験者が20mのコースを往復する行程を、１人30

回実施した。発信機の収納場所を、ポシェットやポ

ケットに入れてテストを行ったが、安全柵１・２・

３は全て正常に作動しており、反応の遅れや誤動作

は見られなかった。また、通常の歩行速度や早歩き

など、速度を変えたテストでも、安全柵１・２・３

は全て正常に作動した。

⑵車いす使用でのテスト

　歩行者テストと同じ行程を１人30回実施した。発

信機をカバンに入れたテストでは歩行者テストと同

様に、安全柵１・２・３は全て正常な反応をしてお

り問題は見られなかったが、車いすのポケットに入

れたテストでは、安全柵１・２・３は歩行者テスト

よりも反応の遅れが見られ、安全柵より半径約1.8m

～ 1.5mの範囲内で作動していた。何れのテストも

誤動作は見られなかった。また、車いすの走行速度

を変えたテストは、早めの走行を行った場合、受信

機が反応して安全柵のバーが閉じるまでの間に、被

験者が安全柵に到達してしまい、バーに接触してし

図６　離棟防止機器のシステム
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まった。

３．安全柵の本体の安全性

　安全柵の本体は自立式ではあるが、固定しなけれ

ば振動や接触することにより転倒してしまう。この

ため、本体の胴体部分をマジックテープにて手すり

に固定し、脚部分を床に両面テープにて固定を行う

ことにより転倒することはなかった。車いす使用で

のテストの際、被験者が安全柵のバーに接触したが、

バーは緩衝材を使用しているため、外傷や発赤、疼

痛などの症状は生じていない。

４．他の機器の電波による誤作動の確認

　USB型の発信機の他に、スマートホンや携帯電

話、PHS（Personal  Handy-phone  System）、心電

図モニターの発信機を、電源を入れ電波を発信した

状態で、安全柵の受信エリア内を通過したが、それ

ら他の機器による誤作動は生じなかった。

考察

　今回、「踏切型センサー反応式安全柵」の被験者

による安全性の検証を実施した。発信機を所持した

被験者が、安全柵の受信エリアに入ると安全柵の

バーが閉じ、発信機を持った被験者が安全柵の受信

エリアから出ると、安全柵のバーが開くことにより、

臨床における軽度の認知機能の低下した患者の離

棟・離院防止に繋がるものと考える。安全性の確認

テストでは、安全柵の機器動作テストを実施した後

に、被験者による正常動作の確認テストを実施した。

歩行者によるテストと、車いすの走行による通常の

速度でのテストでは問題なかったが、車いすによる

早めの走行では、安全柵のバーが閉じるのと同時に

被験者が通過したため、安全柵のバーに接触してし

まった。バーは緩衝材となる発泡ポリエチレンを使

用しているため、被験者に外傷などは見られなかっ

た。また、安全柵の損傷もなかった。しかし、衝突

や接触状況により被験者の負傷や、機器の損傷も考

えられるため、対象者の移動速度を十分に考慮して、

受信エリアを設定することが事故防止に繋がると言

える。

　被験者が所持する発信機の地面からの位置（高さ）

や、受信エリア内の通過速度による機器の誤作動は

なく、正常に作動したことが確認できた。しかし、

車いす使用でのテストでは、車いすのバックサポー

ト（背もたれ）のポケットに入れた場合と、カバン

に入れて車いすのスカート（サイド）ガードと大腿

部外側との間に置く方法では、歩行者テストよりも

機器の反応が遅れて見られた。機器より半径約1.8m

～ 1.5mの範囲内で作動したため、車いすにて早め

の走行を行った際に、被験者が安全柵に到達してし

まい、バーに接触したことから、発信機は電波が受

信しやすい位置に取り付ける必要があると言える。

　対象者の安全を守るために廊下に設置した安全柵

が、他の患者が廊下を通行する際の障害となる場合

もある。また、対象者の発信機に反応して安全柵の

バーが閉まる時に、他の患者に接触してしまう可能

性がある。不特定多数の患者が通行する場所に設置

する場合、その病棟に入院する患者全員に安全柵の

設置目的や注意事項を周知して、理解と協力を得る

ことが、共同生活を送る中で、対象者への安全を守

る事になると考える。

　安全柵の機器の本体は、転倒により安全柵とバー

が破損する可能性がある。このため、設置する際に

は、安全柵の支柱部分を手すりなどにマジックテー

プで固定しなければならない。また、床との接触面

に両面テープで固定することによって安定感が増す

ことが分かった。今回、安全柵の機器の転倒テスト

は実施していないが、今後、実用化に向けて耐久性

の向上を図る必要があると考える。さらに、故意に

安全柵のバーの動作を止めることや、作動中のバー

を動かすことにより、故障や破損の原因となるため、

これらの行為に対する対策も考えなければならな

い。

研究の限界と今後の課題

　今回、安全性を検証した安全柵は、移動可能な簡

易的なもののため、離棟や離院を必ずしも防げるも

のではない。安全柵のバーが閉じても安全柵を避け

て通過することや、安全柵を押し倒して通過するこ

ともできる。このため、この安全柵を使用できる対

象者は、声掛けをすることにより、医師から伝えら

れた安静度を思い出して、自ら行動を抑制すること
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が出来る軽度の認知機能が低下した患者に限定され

てしまう。今後、行動を抑制できない患者に対して

も使用できるように、安全柵が反応した時にナース

コールや医療用PHSに反応するなど、機能を追加し

ていきたい。また、安全柵のバーの動作を止めたり

逆方向の力を加えたりしても、破損や故障がないよ

うに安全柵の耐久性を向上させたい。

結論

　本研究で検証を行った踏切型センサー反応式安全

柵は、動作が正常であることを被験者による安全性

のテストで確認された。しかし、故意に通過するこ

とが出来るため、この安全柵での離棟や離院を完全

に防ぐことは出来ない。対象者を、軽度の認知機能

が低下した患者など、声掛けにより行動を抑制でき

る患者に限定することにより、安全に使用できると

考える。
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